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0 研究概要

・ 農業従事者の減少と高齢化の進展

・ 新規参入のハードルの高さ

・ 食料自給率の低下

農業側の課題
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0 研究概要

・ 安定した工賃収入の確保

・ 多様な就労訓練の確保

・ 障害特性に合った訓練メニューの確保

福祉側の課題
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1-0 現状の把握
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1-0 現状の把握

南部

北サテライト[リフレかやの里]

中サテライト[京都丹波地域農福連携推進協議会]

南サテライト[さんさん山城]

きょうと農福連携センター[京都府庁内]

北部

中部
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1-1 現状の把握（高齢関係）

社会福祉法人みつみ福祉会
ケアハウスとだ

ケアハウスの入所者（自立度は高いが独居困難であり、見守りや生活支援が必
要な高齢者）と隣接地に設置された児童福祉施設（保育所）の児童が協同して
敷地内の畑で簡単な農作業（サツマイモの苗の植付けと収穫）に従事

R1.12.16
現地視察
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1-1 現状の把握（高齢関係）

社会福祉法人希望の丘福祉会
特別養護老人ホーム豊の郷

入所者（主として認知症高齢者）のうち、発症前から農業に従事していた者と職
員が協同して敷地内の畑で簡単な農作業に従事

R1.11.7
現地視察
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1-2 現状の把握（障害関係）

社会福祉法人よさのうみ福祉会
リフレかやの里

指定管理者として与謝野町の施設を運営し、地場野菜を使ったレストラン、温浴
施設、宿泊施設を経営し、併せて地元農家からの受託により農産加工品を製造す
るための設備を整備

地元農家からの受託による生産物

R1.12.5
現地視察
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1-2 現状の把握（障害関係）

社会福祉法人福知山学園
友就館

自法人で経営する通所事業所（就労継続支援Ｂ型・生活介護）において農作業
を実施し、収穫した野菜等を販売して工賃向上につなげるとともに、自法人の
給食にも活用している
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2-1 国内における先進事例（医療）

医療法人行陵会
京都大原記念病院（グリーン・ファーム・リハビリテーション®）

水田跡地であった農園の譲渡を受け、地産地消に着手し、地元農家の協力を得て
農作業を開始。後にタキイ種苗（株）研究員の協力を得て機能性野菜の栽培に取
り組み、現在では農作業をリハビリテーションのプログラムに加えて患者のリハ
ビリに対するモチベーションの確保に努め、更にその効果を測定する研究を進め
ている。

R2. 2.20
現地視察
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2-1 国内における先進事例（高齢）

一般財団法人倉敷成人病センター
ライフタウンまび

主として通所サービス、居宅介護支援を実施し、自立生活支援による健康寿命延伸に主眼
を置き、農業、食育、アニマルセラピーやものづくりなど様々な体験型デイサービスプロ
グラムや、ＶＲも活用した機能訓練、運動機能を見える化したレポート作成など多様なプ
ログラムを実施している

農作業の取組みは開始から間もないが、センサーデバイスを用いたデータ取得により、認
知症におけるBPSDの予測などにも取組んでいる。

R2. 1.29
現地視察
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3-0 現状分析及び課題把握

• 農業を処遇に活用する障害
福祉施設、老人福祉施設は
府内全域にあり、目新しさ
は無い

• しかしながら、その効果を
客観的に測定したものは府
内では無い（国内では一部、
園芸療法において効果検証
した論文あり）

• 農福連携に取り組む施設と
そうでない施設があるが、
その差は明らかでない

• 夏季など高温環境下での作
業となることもあるが、作
業環境の安全確保は現場任
せであることが多い

• 農業を更に福祉に活用する
には、農業によってもたら
される効果を客観的に測定
できることが重要

• 農業側、福祉側それぞれの
事情により農福連携に取り
組むことの可否が決まるが、
その要因は明らかでない

• 安全な農作業環境の確保の
ため、経験や勘に頼らない
リスク把握と早期発見、早
期対処の方法を開発する必
要

現状 課題認識
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3-1 課題解決のための調査研究

１）農作業が高齢者、障害者にもたらす効果を多面的に測
定するための指標を検討

－作業前後における認知機能検査や心理的ストレスの
測定

－ＱＯＬなど他の尺度の相関関係

２）安全な作業環境を確保するためのＩＣＴ機器の活用

－先進技術を有する企業との連携

３）ケアファーム作りの可能性の検討（先進地視察）

令和元年度
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3-1 課題解決のための調査研究

１）高齢者のうち、既に農業に従事している高齢者に対し
て①身体面での健康状態、②心理面での健康状態を農
繁期の前後に測定し、農作業がもたらす効果を測定す
る

２）管内の農業法人等、社会福祉法人等に農福連携に関す
る調査を行い、普及に向けた課題を明らかにする

３）障害者については、就労支援分野において農福連携の
取組みが進んでいることを踏まえ、就労移行、就労継
続支援事業所で農作業を作業訓練項目として実施する
事業所の利用者に対して、その効果を測定する

４）障害者は自らの状態を表明することが困難である場合
があるので、暑熱など有害環境下での安全な作業環境
の確保を先進技術を活用して検討する

令和2年度～
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3-2 研究活動の実施経過

令和3年度令和2年度令和元年度

●先行事例の調査
（障害／高齢）

●センサーデバイスの
見学及び選定

●モデル事業所での
試行事業で試用

●有用性の検証

●測定が必要なデータ
の検討（熱中症の疫
学的研究）

●先進地視察
（リフレかやの里）
（ライフタウンまび）
（京都大原記念病院）

●先進地視察

中
間
報
告

中
間
報
告

• 中丹地域における農業団体、
福祉団体への調査

• 農作業が高齢者、障害者に
もたらす効果の普及の検討

• 地域共生社会の実現に向け
た農作業の活用（子どもと
高齢者が共に行う農業の普
及など）

• 在宅高齢者への横展開

政策提案を目指して●先行事例の調査
（障害／高齢）
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4-1 農作業がもたらす心身への影響の評価

協力機関：農事組合法人鬼の里農園

水害常襲地である福知山市大江町波美で農業経営を行う法人。周辺の農地を集約し
て経営規模を拡大し、機械化、省力化を推進し、「儲かる農業」を実践している
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4-1 実地検証の概要

• 被験者は9人（全て65歳以上）で農繁期の前後（4月と8月）に下記テストを実
施

• 身体的健康状態は文部科学省が定める新体力テスト（65～79歳用）のうち3項
目（握力・長座体前屈・開眼片足立ち）を実施

• 精神的健康状態はPOMS２成人用短縮版（35項目）を使用し、7つの尺度で気
分状態を測定
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4-1 実地検証の結果及び考察

• 農作業の前後で体力が向上した者は4名、維持できた者は3名、低下し
た者はいなかった

• 農作業の前後で気分状態が向上した者は2名、低下した者は3名、顕著
な変化がなかったのは4名であった

• 農作業が高齢者の体力を維持、向上させるのに効果があることが明らか
に確認された

• 農作業が高齢者の精神状態を改善させる効果があるとまでは言えないが、
良い精神状態を維持するために有用である可能性が示唆された

結果

考察
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4-2 民間企業における先進技術

ミツフジ株式会社（京都本社・福島工場）

昭和３１年に京都市にて西陣織工場として創業。昭和５０年代から導電性
繊維の研究をはじめ、現在は銀メッキ繊維を使用したhamonを開発、販売
している

18



4-2 先進的情報技術の活用

銀メッキを施した導電性繊維（Agposs®）を用いて編み上げたウェアラ
ブル端末（アンダーシャツ）から取得した生体データ（心拍数や呼吸数な
ど）をスマートフォンに転送し、クラウドで独自のアルゴリズムを用いて
解析することで、熱中症トレンドやストレストレンド、心電図の波形など
を生成し、熱中症予防やストレスケアに活用できる
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4-2 実証実験の概要

• 社会福祉法人福知山学園が設置経営する通所事業所である友就館
（就労継続支援Ｂ型・生活介護）の利用者5名（全て知的障害者
（重度）でグループホームで生活しながら事業所を利用中、障害
は重度知的障害）が1週間、ウェアラブル端末を着用して農作業
に従事

• ウェアラブル端末で取得される生体データを独自のアルゴリズム
で解析してストレストレンドや熱中症トレンドを算出

• 作業中、事業所職員と本研究の従事者が視認で熱中症リスクを評
価

• 視認による評価よりも生体データから解析して得られたトレンド
が早期に熱中症リスクを把握し、熱中症の発症予防を行うことが
可能であるか、誤検出の頻度はどうか、作業中の休憩の効果はど
うか等について検証した

23
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4-2 実証実験の結果及び考察

• 自覚的、他覚的に熱中症リスクが上昇しているポイントが5日間の実証実験中、
2回、確認された

• ウェアラブル端末を着用しながらの農作業は、着用しない場合と同等のもので
あることが確認された

• 障害者では初めての試行であったが、心拍数、呼吸数、加速度等はほぼ正確に
測定されることが確認された

• 熱中症リスクが上昇した頻度が少なかったため、デバイスから得られた生体
データのリアルタイムモニタリングが熱中症の早期発見に有効であるとの確証
は得られなかった

• しかしながら、自覚、他覚的にリスクが上昇する前にはストレストレンドも上
昇しており、さらなる検証により早期発見の可能性は残された

• 休憩によりストレストレンドが低下しており、適切な時機に休息時間を設定し
ていることが確認された

結果

考察
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4-3 農業関係者への調査等の概要

• 中丹管内の農業法人に対する意識調査を行い、農福連携に対する
阻害要因及び促進要因を探る

• 中丹管内の社会福祉法人等に対する意識調査を行い、農福連携に
対する取組状況を明らかにし、併せて農福連携に対する意識、阻
害要因、促進要因を探る

• 中丹管内の特別支援学校、職業能力開発校、障害福祉サービス事
業所と行政機関において検討会、交流会を実施し、具体的な農福
連携のあり方等について検討する
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4-3 農業関係者への調査結果と考察

• 管内の111経営体（農業士・農業法人・雇用能力活用経営体）へのアン
ケート調査を実施し、57経営体から回答を得た（回答率51％）

• 農場見学や農作業体験を受け入れ可能と回答した経営体は12であった
• 今後、農福連携に取り組む意向や予定がある経営体は11であった

結果

• 農福連携に前向きな回答を示した経営体のうち、7割超には過去に農福
連携の経験があり、経験することが推進につながると考えられる

• 農福連携に取り組まない（取り組めない）理由として多かったのが作業
環境の整備であり、また困難な点はコミュニケーション、作業効率、料
金設定であったことから、これらを取り除くことが推進に資すると考え
られる

考察
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4-4 福祉関係者への調査結果と考察

• 管内の10事業所で農業を就労訓練として活用している
• 農業を活用する理由は「利用者の精神安定に良いから」、「収穫作物の
販売による工賃向上」、「農家の支援があるから」

• 農業に取り組む課題は「知識技術が無い」、「専門スタッフがいない」、
「農地の確保」

• 農業への取組を止めた理由は「農地が無い」、「ノウハウがない」、
「販売先が無い」

結果

• 農福連携に取り組む福祉側のインセンティブは利用者の精神安定など利
用者の満足度の向上が中心だが、「儲け」がないと継続できない

• 農業に関する技術指導の有無が農業の活用に対する障壁を低くすると考
えられる

• 積極的に取り組む一部の事業所には、農産物を活用した六次産業化への
支援ニーズも見られる

考察
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4-5 過去の取組経過

29

H29
•H29年10月に農福連携の推進に向けた説明会を実施

H30

•H30年4月に第1回中丹地域農福連携連絡会議を実施

•H30年8月に第2回中丹地域農福連携連絡会議を実施

•H31年1月に第3回中丹地域農福連携連絡会議を実施

H31
•R1年6月に中丹地域農福連携現地検討会及び意見交換会を
実施



4-5 農福連携の取組経過

30

R1

•R1年9月に農福連携現地見学会を実施

•R1年10月に障害福祉施設見学会を実施

R2

•R2年6月に中丹地域農福連携現地検討会①を実施

•R2年8月に中丹地域農福連携現地検討会②を実施

•R2年12月に中丹支援学校実習見学会及び意見交換会を実施



5 今後の検討課題

• 農作業が持つ心身への影響の評価を、更に多角的に検討す
る必要がある（定量的側面のみならず、定性的側面も含め
て）

• 対象者の属性（これまでの生活歴、障害特性、性格等）と
農作業の関連については、更なる検証が必要

• 農作業がもたらす「福祉の向上」について、対象者の属性
ごとに更に検証する必要がある

• 農業が持つ課題（担い手不足、耕作放棄地の増加、ビジネ
スとしての農業の活性化等）に対して、福祉との連携によ
り解決する方策を検討する必要がある
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6-1 農福連携の推進に資する新規施策

1. 障害者など体力に不安
がある人でも取り組み
やすい農業の導入支援

農業に対する施策

2. 農場を実習の場とする
ため、将来的には農業
の人手不足を解消する
ため、農業を障害者の
就労先とするための
マッチングセンターの
設置

32

事項要求

12,000千円



6-1 農福連携の推進に資する新規施策

1. 「農業」ではなく「農作
業」に注目した施策展開

福祉に対する施策

2. 農と福祉の双方に精通し
た京都版アグリ・ジョブ
コーチの養成

33

500千円



6-2 ロードマップ

3年目2年目
初年度

●省力化農業の
調査研究

●既存の補助制度
との関係整理

農
業
支
援

●補助制度の創設
１ 生産方法
２ 環境整備
３ 先進機器の導入

●福祉部局と農林
水産部局の連絡
調整

●発注者情報データベースの構築

●受注者情報データベースの構築

●農福連携ビジネスマッチングの実施

福
祉
支
援

きょうと農福連携セン
ター内に地域支援部門
を設置

●京都版アグリ・ジョブコーチ養成講座を
実施

●京都版アグリ・ジョブコーチによる福祉
施設支援コンサルティングを開始

●継続的に養成講座を実施

34

●先進地の調査



6-3 実施スキーム

きょうと農福連携センター

京都版アグリ・ジョブコーチ

農業法人など障害福祉サービス事業所など

受発注情報
法人情報

DB
受注情報
登録

発注情報
登録

受注を相談 発注を相談

マッチング

きょうと農福連携
ビジネスマッチング
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6-4 アグリ・ジョブコーチの養成

36

農業側の

専門職

地域の課題
を検討

ジョブコー
チの養成

第一段階 第二段階 第三段階



7-1 これからの農福連携

生産

雇用
地域
づくり
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